平成２５年３月１４日
「取り扱い方針」の運用等にあたって留意すべき事項
１．「取り扱い方針１」について
（１）解釈等について
　　・　建物の新築、既存に関わらず、１共同生活住居の定員は10人以下を原則とする。
　　・　一つの敷地内に複数の共同生活住居を設置する場合、総定員は10人以下を原則とする。　
　　　
（２）「但し書き」の規定について
　　　
・　「但し書き」の規定については、事業者側の都合による管理、運営、経営面での合理性を理由として認めるものであってはならない。
・　当該地域で生活を営むことについて、利用者から特段のニーズがあり、かつ、近隣に利用可能なグループホーム等や新たにグループホーム等を設置する場所・物件がないかなど、利用者支援の観点から、その必然性について、十分に検討しなければならない。
・　また、当該敷地・建物の外形的な状況、管理、運営、機能面での独立性、さらには地域社会との関わりが確保できる環境などについても十分に検討した上で、設置の可否について総合的に判断していくことが必要。
　
２．「取り扱い方針２」について
（１）解釈等について
　　　法制度等の趣旨である「昼夜分離」を踏まえ、一つの敷地内或いは建物内で生活が完結することがないように求めているもの。
なお、グループホーム等の利用者を隣接する日中活動の場に通わせないことをもって「当該敷地内或いは建物内で生活が完結しない」と認める理由にはならないことに留意すること。
　　　　　
（２）「但し書き」の規定について
　　　
・　「但し書き」の規定については、事業者側の都合による管理、運営、経営面での合理性を理由として認めるものであってはならない。
・　当該地域で生活を営むことについて、利用者から特段のニーズがあり、かつ、近隣に利用可能なグループホーム等や新たにグループホーム等を設置する場所・物件がないかなど、利用者支援の観点から、その必然性について、十分に検討しなければならない。
・　また、当該敷地・建物の外形的な状況、管理、運営、機能面での独立性、地域社会との関わりが確保できる環境、さらには利用者による日中活動の場の自由な選択などについても十分に検討した上で、設置の可否について総合的に判断していくことが必要。
